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本研究では，規範的な避難行動を仮定して，First-Bestな避難シナリオを求める方法を提案する．避難計画を
設計する上で，最も不確実性が高いものは避難行動であり，数多くの避難行動のシナリオを立てて検討しなけ
ればならない．本研究では，避難行動の不確実性を取り除いた規範的な行動を仮定し，避難計画を設計するう
えでベンチマークとなる避難シナリオを提供する．モデル化にあたっては，地域の災害実情に柔軟に対応でき
るように，数種類の目的関数やトリップ目的（避難トリップ，ピックアップ行動など），さらに災害時の場所の
危険度を考慮できるものとした．また，提案手法を宮城県石巻市中心部のネットワークに適用し，計算可能性
を検証した．
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1. はじめに

近年，各自治体は 2011年に発生した東日本大震災を

ふまえ，避難計画策定に着手している．従来，避難計

画策定には避難状況を再現するシミュレーションモデ

ル1)2)が数多く用いられてきたが，その結果は仮定した

避難行動（避難出発時刻，避難所選択の基準，避難者

の割合等）に大きく左右される．すなわち，特定の避

難行動を仮定した場合の結果であるため，どの程度効

率よく避難した結果なのか，またさらに避難時間を短

縮することはできるのか等は検討することは難しい．

そこで，本研究では避難計画を設計するうえでベン

チマークとなる First-Bestな避難シナリオを提供するた

め，規範的な避難行動を仮定し，避難行動の不確実性を

取り除いたモデルを定式化する．規範的な避難計画モ

デルの研究は従来も行われており3)4)5)，近年において

は安藤ら6)によって時空間ネットワークの概念を用いた

避難計画モデルを線形計画問題として定式化され，加

藤・瀧澤7)によって最短避難のアルゴリズムの提案が行

われた．しかしながら，これらの研究では特定の目的関

数や避難需要のみしか考慮されておらず，モデルの柔

軟性が不十分と考える．そこで，本研究では地域の災

害実情に柔軟に対応できるよう，数種類の目的関数や

トリップ目的（避難トリップ，ピックアップ行動など），

さらに災害時の場所の危険度を考慮できるモデルを定

式化する．さらに，提案手法を宮城県石巻市中心部の

ネットワークに適用し，計算可能性を検証する．また，

避難完了時間を減少させるケーススタディを行い，本

モデルが避難整備計画の検討にも活用可能であること

を示す．

2. 定式化

(1) 本モデルの特徴

a) 規範的避難オペレーションの仮定

本研究では，面的に広がる地域を対象にし避難状況

の時間的な変化を記述するため，動的なネットワーク

モデルを用いる．また，規範的モデルとして，避難行

動（避難者の起点出発時刻や避難経路等）を完全に制

御できる状況を仮定する．すなわち，ネットワークに

待ち行列を作ってしまうことは，待ち行列の延伸によ

りその上流側の道路容量を低減させる危険があるため，

本研究では待ち行列を発生させないように，トリップ

の経路と出発時刻を制御する．

b) モデルの柔軟性

地域の災害実情に応じて数種類の目的関数やトリッ

プ目的（避難トリップ，ピックアップ行動など），さら

に災害時の場所の危険度を考慮することができるモデ

ル化を行う．
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(2) 基本モデルの定式化

柔軟なモデル化を行うにあたり，まず基本となる規

範的避難オペレーションに基づいた避難計画モデル（以

下，基本モデルと呼ぶ）を定式化する．また，基本モ

デルをベースに柔軟に拡張したモデルについては次節

で定式化する．

a) 問題設定

• 総避難時間を最小化する目的関数を定式化する．
• 全ての需要は避難需要であり，起点からの避難需
要は所与とする．これらの需要は目的関数が最適

になるように避難所選択を行う．

b) 定式化

図-1は，横軸に災害発生からの経過時間，縦軸に累

積のトリップ数を表しており，左側の曲線は起点から

の累積出発トリップ数，右側の曲線は終点の避難所へ

の累積到着トリップ数を表す．したがって，総避難時間

は図-1の黄色部分の面積である．ただし，ネットワー

クに上に待ち行列が発生しないように出発時刻を制御

するため起点での待機時間が発生し，総避難時間は待

機時間と避難所までの移動時間の和となる．この問題

を定式化すると，次のような線形最適化問題となる．

min
∑

t

∑
d

sd(t) · t (1)

subject to

−
∑

k

λki(t − Tki) +
∑

j

λi j(t) − ro(t) + sd(t) = 0

Tki = given, ∀i ∈ N, ∀o ∈ O, ∀d ∈ D, ∀t (2)∑
t

ro(t) = Qo ∀o ∈ O (3)∑
t

∑
d

sd(t) =
∑

o

Qo (4)

λi j(t) ≤ νi j νi j = given, ∀(i, j) ∈ L, ∀t (5)∑
t

sd(t) ≤ δd δd = given, ∀d ∈ D (6)

λi j(t) ≥ 0 ∀(i, j) ∈ L, ∀t (7)

ro(t) ≥ 0 ∀o ∈ O, ∀t (8)

sd(t) ≥ 0 ∀d ∈ D, ∀t (9)

ただし，

N:ノード集合, O:起点集合, D:終点集合, L:リンク集合

t:災害発生からの経過時刻, T:避難完了時刻

Tki:リンク (k, i)所要時間（時間変動しないため所与）
Qo:起点 oが所与の避難需要（所与）
νi j:リンク (i, j)の容量（所与）
δd:避難所 dの容量（所与)

λi j(t):時刻 tにリンク (i, j)に流入する交通流率
ro(t):時刻 tに起点 oを出発する交通流率
sd(t):時刻 tに避難所 dに到着する交通流率

図–1 総避難時間

以上の定式化では，時間軸を等しい間隔の ∆t単位に離
散化しており，リンク旅行時間 Tki，終点到着時刻 tな
どすべての時間は ∆t単位で表される．
目的関数の式 (1)は，sd(t)が目的地に時刻 tに到着し
た累積トリップ数を表しているので，待機時間と移動

時間を合わせた総避難時間を表している．制約条件の

式 (2)は，任意のノード iにおける交通量保存則を表し
ており，λki(t − Tki)はリンク (k, i)から時刻 tに流出す
る交通流率，λi j(t)はリンク (i, j)に時刻 tに流入する交
通流率を表している．また，ro(t)，sd(t)は，それぞれ時
刻 tに起点を出発する交通流率，終点に到着する交通
流率を表す．ここで，λki(t − Tki)がリンク (k, i)から時
刻 tに流出する交通流率に等しい理由であるが，待ち行
列が発生しない FIFOの条件下においては，リンク旅行

時間は一定値を取るため，時刻 (t − Tki)にリンク (k, i)
に流入した交通流率 λki(t − Tki)は，時刻 tに当該リン
クを流出する流率に等しくなるからである．また，式

(3)(4)は起点が所与の避難需要に関する制約，式 (5)は

リンクの容量制約，式 (6)は避難所の容量制約，式 (7)

～(9)は未知数の非負制約を表す．したがって，基本モ

デルは λi j(t)，ro(t)，sd(t)を未知数として，式 (2)～(9)

の制約条件の下で目的関数を最小化する線形最適化問

題となる．

さらに，式 (10)のように，式 (1)の目的関数におけ

る避難完了時間 tを n乗 (n ≫ 1)しべき乗化を行うこ

とで，遅い時刻に避難所に到着するペナルティを大き

くすると，避難完了時間を最小化する目的関数を定式

化することができる．

min
∑

t

∑
d

sd(t) · tn ∀d ∈ D (10)

式 (1)の目的関数では，総避難時間が小さくなっても必

ずしも避難完了時間も同様に小さくなるとは限らない

という問題がおきてしまうが，式 (10)の目的関数を用

いることでこのような問題を簡便に解決することがで

きる．これにより，より正確な限界能力の把握が可能

となる．
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c) 最適性条件

基本モデルの Karush-Kuhn-Tucker条件を求めると，

次の相補性条件が得られる．ただし，βi j(t)，αd，γoは

ラグランジュの未定乗数である． βi j(t){λi j(t) − νi j} = 0

λi j(t) − νi j ≤ 0, βi j(t) ≥ 0
(11)


αd{
∑

t

sd(t) − δd} = 0∑
t

sd(t) − δd ≤ 0, αd ≥ 0
(12)

λi j(t){πi(t) − π j(t + Ti j) + βi j(t)} = 0

πi(t) − π j(t + Ti j) + βi j(t) ≥ 0, λi j(t) ≥ 0
(13)

 sd(t){t + πd(t) − θ + αd} = 0

t + πd(t) − θ + αd ≥ 0, sd(t) ≥ 0
(14)

 ro(t){−πo(t) − γo} = 0

− πo(t) − γo ≥ 0, ro(t) ≥ 0
(15)

以上で得られた式について，各ラグランジュの未定乗

数の意味を考えながら，基本モデルの持つ性質を考察

する．

式 (11)は，各時刻においてリンク交通流率がそのリ

ンク容量より小さい場合は βi j(t) = 0，リンク容量限界
まで使われている場合は βi j(t) ≥ 0となることを表す．
したがって，βi j(t)は時刻 tにおけるリンク (i, j)の通行
価値と考えることができ，交通流率がリンク容量で制

限されているリンクほど大きい値をとる．

また，式 (12)も同様に考えることができ，避難所の

容量が到着する交通流率より小さい場合は αd = 0，避
難所の容量が限界まで使われている場合は αd ≥ 0とな
ることを表す．したがって，αd は避難所 dの利用価値
と考えることができ，到着する交通流率が避難所容量

で制限される避難所ほど大きい値をとる．

式 (13)は，各時刻 tにおいて，リンク (i, j)に交通量
が流入する場合は π j(t + Ti j) − πi(t) = βi j(t) が成り立
つ．この式を用いて，あるトリップのリンクの通行価

値 βi j(t)を起点 oから終点 dまで，経路 Rに沿って足し
こむと次が得られる．

πd(t + T̂od) − πo(t) =
∑

(i, j)∈R

βi j(t +
∑

i

T̂oi)

= β̂od(t + T̂od) (16)

ただし，

T̂od =起点 oから終点 dまでの経路 Rの旅行時間
β̂od(t) =起点 oを出発し，時刻 tに避難所 dに到着する
トリップの経路 Rの通行価値

右辺は，終点に時刻 t + T̂od に到着するトリップの起

点 oから終点 dまでの通行価値を表しており，簡単に
β̂od(t + T̂od)と表す．一方，左辺の πo(t)は式 (15)より

時刻 tに起点 oを出発するトリップが存在するのであれ
ば，πo(t) = −γoとなり，起点 oに依存した定数をとる．
したがって，時刻 tに終点 dに到着するトリップの起点
oから終点 dまでの通行価値の総和 β̂od(t)は，πd(t)−γo

となり，起点 o，終点 d，到着時刻 tに依存する．
以上をふまえると，式 (14)は終点 dに時刻 tにトリッ
プがある場合には，次のように表すことができる．

πd(t) + αd = θ − t

{β̂od(t) − γo} + αd = θ − t

β̂od(t) + αd = θ − t + γo (17)

したがって，ある起終点のペアについては，経路利用

価値と避難所利用価値の合計（左辺）は，到着時刻と

ともに線形的に変化する．

(3) 基本モデルの拡張

基本モデルを用いて，地域の災害実情に柔軟に対応

可能なように拡張したモデルを定式化する．地域の災

害実情に応じて問題設定を変えることで，ベンチマー

クとなる限界能力をより正確に評価することが可能と

なる．ここでは，まず a)～c)で様々なトリップ目的を

扱う制約条件を示し，d)～e)で災害の内容に応じた目

的関数を定式化する．

a) 目的地が決められている避難需要を扱う場合

避難所が決められている避難需要 Qod を扱う制約式

を定式化する．地域ごとに避難所が決められている場

合や自宅避難する場合等に有効である．ただし，この

ような起終点が決められている需要を扱うには，交通

量保存則の式 (2)を，次式 (19)のように交通流率を起

点別で表したものを用いる．したがって，基本モデル

とは未知数が異なるため再度定式化を行うと，次のよ

うな線形最適化問題となる．

min
∑

t

∑
od

qod(t) · t (18)

subject to

−
∑

k

λo
ki(t − Tki) +

∑
j

λo
i j(t) + qoi(t) = 0

Tki = given, ∀i ∈ N, ∀o ∈ O, ∀d ∈ D, ∀t (19)∑
t

qod(t) =
∑

Qod ∀o ∈ O, ∀d ∈ D (20)∑
o

λo
i j(t) ≤ νi j νi j = given, ∀(i, j) ∈ L, ∀t (21)∑

t

∑
o

qod(t) ≤ δd δd = given, ∀d ∈ D (22)

λo
i j(t) ≥ 0 ∀(i, j) ∈ L, ∀o ∈ O, ∀t (23)

qod(t) ≥ 0 ∀o ∈ O, ∀d ∈ D, ∀t (24)
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ただし，

Qod=起終点 odが与えられている需要（所与）
λo

i j(t) =起点 oを出発し，時刻 tにリンク (i, j)に流入す
る交通流率

qoi(t) =起点 oを出発し，時刻 tにネットワークからノー
ド iへ流出する交通流率
ただし，起点 o別の交通流率 λo

i j(t)は，基本モデルで用
いた交通流率 λi j(t)と次のような関係がある．

λi j(t) ≡
∑

o

λo
i j(t) (25)

以上より，λi j(t)o，qod(t)を未知数として，式 (18)の目

的関数を式 (19)～(24)の制約条件の下で最小化する問

題となる．

b) 目的地が決まっている需要と，決まっていない需

要の両方を扱う場合

a)で扱った目的地が決まっている需要と，基本モデ

ルで扱った起点が所与の需要が混合している場合も扱

うことができる．このような場合には，a)で示した式

(18)～(24)に次の制約条件を加えればよい．∑
d

∑
t

q1
od(t) = Qo Qo = given, ∀o ∈ O (26)∑

t

q2
od(t) = Qod Qod = given, ∀o ∈ O, ∀d ∈ D (27)

qod(t) = q1
od(t) + q2

od(t) ∀o ∈ O, ∀d ∈ D, ∀t (28)

q1
od(t) ≥ 0， q2

od(t) ≥ 0 ∀o ∈ O, ∀d ∈ D, ∀t (29)

ただし，

q1
od(t) = 目的地がきまっていない避難需要 Qo のうち，

起点 oを出発し時刻 tにネットワークから目的地 dへ
流出する交通流率

q2
od(t) =目的地がきまっている避難需要Qodのうち，起

点 oを出発し時刻 tにネットワークから目的地 dへ流
出する交通流率

c) Trip Chain を扱う場合

災害時の行動は，a)～b)や基本モデルのように，起

点から終点に向かう 1つの Tripで完結する行動の他に，

ピックアップ行動のような Trip Chainをなす行動も存

在する．ピックアップ行動は，一旦家族の安否確認のた

め避難所ではない場所に向かい，その後避難所に向か

う行動である．東日本大震災では，このピックアップ

行動が避難の遅れに大きな影響を与えたと言われてい

る．この行動を考慮するため，図-2のように起点 oを
出発した後一旦終点でないノード mに行き，その後終
点 dに向かう避難需要 Qom を扱う制約条件を示す．こ

の制約条件を基本モデルに追加することで，Trip Chain

を考慮できる．

図–2 Trip Chainの動き

−
∑

k

λo
km(t − Tkm) +

∑
j

λo
mj(t) + qom(t) = 0

∀m ∈ N, ∀o ∈ O, ∀t (30)∑
t

rm(t) =
∑

t

sm(t) =
∑

o

Qom ∀m ∈ N (31)∑
t

rm(τ) ≤
∑

t

sm(τ) ∀τ, ∀m ∈ N (32)∑
t

qom(t) = Qom Qom = given, ∀o ∈ O, ∀m ∈ N

(33)

ただし，

Qom =起点 oを出発し，一旦ノード mに流入した後避
難所へ向かう需要（所与）rm(t) =時刻 tにおけるノー
ド mの発生交通量
sm(t) =時刻 tにおけるノード mの集中交通量
qom(t) =起点 oを出発し，時刻 tにノード mに流出す
る交通量

式 (30)は，ノードmにおける起点別の交通量保存則を
表し，起点 oを出発後，ノード mに一旦流入すること
を表している．式 (31)は，ノードmにおける累積発生
交通量と累積集中交通量は，TripChain行動をなす交通

量と等しくなることを表している．式 (32)は，避難開

始時刻から任意の時刻 τまでの，ノードmの累積集中
交通量は累積発生交通量より必ず大きくなることを示

している．また，式 (33)は需要制約である．

d) 危険度の最小化問題

海から近い地域で津波被害が予想される場合には，単

純に避難時間を最小化することを考えるよりも，津波

被害に遭う危険度を小さくするように避難することが

適切である．したがって，津波被害を想定して，避難行

動中に受ける津波被害を最小化する目的関数の定式化

を行う．そこで，まず予想される浸水域に含まれるノー

ド iとリンク (i, j)にそれぞれ海からの距離等に応じた
危険度 Zi，Zi jを設定する．ただし，危険度の単位につ

いては，計画者が適切に決めればよい．図-3に示した

危険度設定の具体例では，Z1 = 250，Z12 = 225は，そ
れぞれノード 1，リンク (1, 2)の危険度が 250，225単

位であることを示す．危険度は，避難行動を開始する

までの起点での待機時間と，避難行動を開始して避難
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所に到着するまでのリンク移動中に発生する．ただし，

出発時刻を制御しているため，起点以外のノードに停

滞する交通は存在しない．したがって，ネットワーク

全体の危険度の総和は次のようになり，式 (34)を基本

モデルの目的関数 (1)に置き換え，式 (35)と式 (36)の

制約条件を基本モデルの制約条件の式 (2)から (9)に追

加すればよい．

min
∑

t

∑
o

xo(t) · Zo +
∑

t

∑
i j

xi j(t) · Zi j

Zo = given, Zi j = given, o ∈ O, (i, j) ∈ L (34)

where

xi j(t) =
∑

t

λi j(t) −
∑

t

λi j(t − Ti j) ∀t, (i, j) ∈ L

(35)

xo(t) = xo(0) −
∑

t

ro(t)

= Qo − {
∑

t

∑
j

λoj(t) −
∑

t

∑
k

λko(t − Tko)}

Qo = given, ∀t, o ∈ O
(36)

ただし，

xi j(t) =時刻 tにおけるリンク (i, j)の存在交通量
xo(t) =時刻 tにおける起点 oの残留交通量

式 (34)は，起点 oの残留交通量とその起点における危
険度の積と，リンク (i, j)における存在交通量とそのリ
ンクにおける危険度の積の和である．ここで，リンク

(i, j)の存在交通量 xi j(t)は，流入交通流率 λi j(t)を用い
て式 (35)のよう書ける．また，起点 oにおける残留交
通量 xo(t)は，避難開始時刻の起点 oにおける残留交通
量 xo(0)から，時刻 tまでに起点 oから出発した累積発

生交通量を引いたものであり，流入交通流率 λi j(t)を用
いて式 (36)のように書ける．ただし，災害発生時刻の

起点 oにおける存在交通量 xo(0)は，各起点 o避難需要
Qo と等しい．

図–3 危険度設定のイメージ図

e) 旅行時間の最小化問題

基本モデルでは，総避難時間を最小化する目的関数

を定式化した．総避難時間には，起点を出発するまで

の待機時間と移動時間が含まれる．ここでは，移動時

間（以下，旅行時間と呼ぶ）を最小化する目的関数の定

式化を行う．旅行時間が小さくなるような避難は，原

発の事故が発生した場合等に有効であると考える．旅

行時間の総和は，各リンクの累積流入交通量と，その

リンクの旅行時間 Ti jの積で求めることができる．各リ

ンク (i, j)の累積流入交通量は，流入交通流率 λi j(t)を
災害発生時刻から完了時刻までの時間で足し合わせる

ことで求められる．したがって，目的関数は以下のよ

うになる．

min
∑

t

∑
i j

λi j(t) · Ti j Ti j = given, (i, j) ∈ L (37)

以上より，基本モデルの目的関数である式 (1)を式 (37)

に置き換えることで，旅行時間の最小化問題となる．

3. 実ネットワークでの計算可能性の検討

ケーススタディとして，基本モデルを宮城県石巻市

のネットワークに適用し，提案手法が実規模のネット

ワークに適用可能かどうかを検討する．なお，本検討は

提案手法の計算可能性に関することが目的であり，リ

ンク容量，避難所容量，自動車速度などの設定は，実

際の諸量を忠実に表したものではないので，計算結果

は必ずしも実際の避難パフォーマンスを表すものでは

ないことを断っておく．

(1) 対象地域

対象地域は宮城県石巻市である．石巻市は三陸沿岸

の南端に位置し，地震活動が盛んな環太平洋地震帯に

含まれているといった地形 ·地理的特性がある．幾度も
の津波による被害を経験しており，東日本大震災にお

いては，津波被害により市内で四千人弱の死者・行方

不明者が発生した．

(2) 使用ネットワーク

DRM（Digital Road Map）の基本道路をベースとし

た図 4のネットワークを用いた．避難需要は石巻市の

自動車台数 43,986台を用いた．自動車の存在する最寄

りのノードを起点とし，同様に避難所も最寄りのノー

ドに割り当てて設定した．以上により，有向リンク数

5,418，ノード数 2,086，そのうち起点ノード521，避難

所ノード 95となった．
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図–4 使用ネットワーク

表–1 避難所容量を変化させた基本モデルの計算結果

総避難時間
(人・分)

避難完了時間
(分)

施策無し 924,494.3 70.2

10箇所容量 2倍 802,337.3 57.3

全て容量無限大 782,029.3 56.3

(3) 計算条件

本モデルは時刻 tの微小区間 ∆tに分けて離散化する
が，今回は計算精度を保つため∆t = 10(sec)とした．ま
た，自動車速度は一律 60(km/h)，道路容量は1車線あ

たり 600(veh/h)，避難所容量は一律 700(veh)と設定し，

Pythonから数理最適化ソルバー (Gurobi Optimizer)を

呼び出して計算を行う．

(4) 計算結果と考察

今回設定した条件下での基本モデルの計算結果を表-1

に示す．何も施策を行わなかった場合，最大限避難イ

ンフラを活用すると，災害発生から最後に避難需要が

避難所に到着するまでに 70.2（分）かかる結果になっ

た．さらに，それぞれの避難需要がどのような避難行

動をとるのか把握するため，計算結果を可視化するプ

ログラムを作成した．図-5は災害発生から 10分後，図

6は 65分後の自動車の位置を表している． これより，

災害発生直後は避難需要がネットワーク全体に避難需

要が広がり，避難完了の直前は図 6の赤丸部分で示し

た 3箇所に避難需要が集中していることが分かる．し

たがって，赤丸に示した部分のインフラが不足してい

ると考えることができる．

さらに，本モデルの結果より，避難インフラのクリ

ティカルなボトルネックの把握が可能である．避難所の

ボトルネックを把握するには 2.(3)で考察した αd の値

を見ればよい．容量が制限される避難所 dほど αdは大

きい値をとる．ここで，ケーススタディとして，ネット

図–5 避難開始から 10分後

図–6 避難開始から 65分後

ワークに含まれる避難所 95箇所のうち，αdの値が大き

い 10箇所の避難所容量（収容台数）を 2倍 (1400veh)

にした計算結果を表-1に示した．また，避難完了時間

の比較として，全ての避難所の容量を無限大とした計算

結果も示した．避難所 10箇所の容量を 2倍にした場合

の避難完了時間は 57.3分となり，全ての避難所の容量

を無限大にした結果の 56.3分とほぼ等しくなった．し

たがって，ラグランジュの未定定数を考察することで，

本モデルにより避難インフラのクリティカルなボトル

ネックを把握することができる．道路リンクの容量に

ついても，同様に βi jの大きいリンクがクリティカルで

あることが容易に分かる．これにより，避難インフラ

が不足している地域において，効率的なインフラ整備

の方針を決定することが可能である．

4. おわりに

本研究では避難計画を設計するうえでベンチマーク

となる First-Bestな避難シナリオを提供するため，規範

的な避難行動を仮定し，避難行動の不確実性を取り除

いたモデルを定式化した．また，モデル化にあたって

は，地域の災害実情に柔軟に対応できるよう，数種類

の目的関数やトリップ目的 (避難トリップ，ピックアッ

プ行動など)，さらに災害時の場所の危険度を考慮でき

るモデルにした．さらに，本モデルを 5000余りのリン
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ク，100程度の避難所からなる石巻市のネットワークに

適用し，現実への適用可能性も示した．また，モデル

の一次の最適性条件を考察することで，クリティカル

な避難インフラのボトルネックを明らかにすることが

でき，本モデルが避難整備計画の検討にも活用できる

ことを示した．

しかしながら，本モデルは各時刻のネットワークを

表現しているため，大規模なネットワークを想定すると

変数の数が膨大になり計算が難しくなる．したがって，

今後は計算コストが小さくなる効率的なアルゴリズム

の開発が必要である．また，今回のケーススタディで

は自動車避難を想定したが，計算条件の設定で，旅行

時間や交通容量を変化させることで徒歩避難も対応す

ることができる．しかし，自動車と徒歩の混合避難に

ついては，歩行者と自動車がそれぞれ歩道と車道に区

別されている場合は対応可能であるが，区別されてい

ない場合には対応することができない．これらの点に

ついては，今後の課題とする．

付録 I 基本モデルの一次の最適性条件

基本モデルの一次の最適性条件を導出する．まず，基

本モデルをラグランジュ関数として再定義することに

よって，制約条件を持たない λi j(t)，ro(t)，sd(t)に関す
る最適化問題に置き換える．ラグランジュ乗数 π，γ，

θ，β，α，η，ϕ，ρを用いて，次のように書くことが

できる．

L =
∑

t

∑
d

sd(t) · t

+
∑

t

∑
i

πi(t){−
∑

k

λki(t − Tki) +
∑

j

λi j(t) − ro(t) + sd(t)}

+
∑

o

γo{Qo −
∑

t

ro(t)} + θ{
∑

o

Qo −
∑

t

∑
d

sd(t)}

+
∑

t

∑
i j

βi j(t){λi j(t) − νi j} +
∑

d

αd{
∑

t

sd(t) − δd}

−
∑

t

∑
i j

ηi j(t) · λi j(t) −
∑

t

∑
d

ϕd(t) · sd(t)

−
∑

t

∑
o

ρo(t) · ro(t) (I.1)

ラグランジュ関数の一次の最適性条件は，Karush-

Kuhn-Tucker条件より以下のようになる．

∂L
∂λi j(t)

= πi(t) − π j(t + Ti j) + βi j(t) − ηi j(t) = 0 (I.2)

∂L
∂sd(t)

= t + πd(t) − θ + αd − ϕd(t) = 0 (I.3)

∂L
∂ro(t)

= −πo(t) − γo − ρo(t) = 0 (I.4)

∂L
∂πi(t)

= −
∑

k

λki(t − Tki) +
∑

j

λi j(t) − ro(t) + sd(t) = 0

(I.5)

∂L
∂γo
= Qo −

∑
t

ro(t) = 0 (I.6)

∂L
∂θ
=
∑

o

Qo −
∑

t

∑
d

sd(t) = 0 (I.7)


βi j(t)

∂L
∂βi j(t)

= βi j(t){λi j(t) − νi j} = 0

∂L
∂βi j(t)

= λi j(t) − νi j ≤ 0, βi j(t) ≥ 0
(I.8)


αd
∂L
∂αd
= αd{

∑
t

sd(t) − δd} = 0

∂L
∂αd
=
∑

t

sd(t) − δd ≤ 0, αd ≥ 0
(I.9)


ηi j(t)

∂L
∂ηi j(t)

= λi j(t) · ηi j(t) = 0

∂L
∂ηi j(t)

= −λi j(t) ≤ 0, ηi j(t) ≥ 0
(I.10)


ϕd(t)

∂L
∂ϕd(t)

= sd(t) · ϕd(t) = 0

∂L
∂ϕd(t)

= −sd(t) ≤ 0, ϕd(t) ≥ 0
(I.11)


ρo(t)

∂L
∂ρo(t)

= ro(t) · ρo(t) = 0

∂L
∂ρo(t)

= −ro(t) ≤ 0, ρo(t) ≥ 0
(I.12)

上記のうち，式 (I.10)～(I.12)に，それぞれ式 (I.2)～

式 (I.4)式を代入すると次の式が得られる．λi j(t){πi(t) − π j(t + Ti j) + βi j(t)} = 0

πi(t) − π j(t + Ti j) + βi j(t) ≥ 0, λi j(t) ≥ 0
(I.13)

 sd(t){t + πd(t) − θ + αd} = 0

t + πd(t) − θ + αd ≥ 0, sd(t) ≥ 0
(I.14)

 ro(t){−πo(t) − γo} = 0

− πo(t) − γo ≥ 0, ro(t) ≥ 0
(I.15)
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